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新潟県の情報政策の現状と方向についての資料をま
とめてきました。これまでの県の情報対策は遅れてい
るといったご批判もあり、昨年の秋頃から拍車をかけ、
今後３年間で集中的に取り組もうと考えているところ
です。本日の研究会で、県の情報化について、皆様か
らご意見をいただければ幸いに思っております。
情報を先取りしないと世の中に取り残されるといっ
た風潮の中で、新潟県政におけるITのベースとなる考
え方の１つは、様々な課題を解決しうる道具としての
見方があります。
現在、県の課題は数多くありますが、バブルの崩壊
で景気が失速している現状では、１番に産業振興があ
げられます。その中でもIT産業と現在ある産業のIT化
をどう振興するかが大きな課題になっています。また、
新潟県はとりわけ過疎地、中山間地、離島のエリアが
全国的に見ても大きいので、高齢化社会への対応の１
つとして、ITを活用できる道を模索することが２つ目
の課題です。３つ目は教育分野における人材育成で、
今後の新潟県、日本を支えていく若者をどう育ててい
くかです。以上の３つを大きな柱と考えています。
お手元の資料説明に入りたいと思います。図１は、
県の情報政策理念をまとめたもので、左側に県の計画
として、新潟県情報政策ビジョンがあります。これは
昨年３月に公表しています。要点は情報力のある地域
づくり、人づくりで、魅力ある地域社会を県民参加型
でつくっていきたいといった考え方です。
その下にある新潟県行政情報化推進計画について
は、電子政府と同様に、電子県庁を目指した計画です。
具体的には、ワンストップサービス、ノンストップサ
ービスといった言い方をしています。それは自宅や職
場、あるいは公民館、役場等から、そこに居ながらに
してワンストップで行政手続きができるサービスのこ
とです。それを核にした県庁全体の電子化を推進して
いく内容になっています。
真ん中は、推進体制についてまとめています。まず、
新潟県高度情報化推進協議会があります。現在266団
体の産学官の会員を中心にして、新潟市産業振興セン
ターのマルチメディアワールドといった事業などを３
年前から行っています。皆さんも良くご存知だと思い
ます。それ以前にも、まだ各家庭におけるインターネ
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図１　新潟県の情報政策の現状と方向
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ット普及率が数％という低い頃から、県内に広く普及
ケアーする目的で、インターネットフェスティバル事
業をスタートさせました。県内全域のイベントや、長
岡、六日町、上越、村上など各地域でのミニイベント
を開催してきました。５年前のインターネット世帯普
及率は３％程度だったと思いますが、今は約30％にな
っています。そこで、イベント事業も新たな取り組み
が必要だと思っているところです。
その他、人材育成の関係では、研修会やセミナーな
どを数多く行っています。研修会では、１年で約600
名の受講者に、ホームページの作成などの研修を広く
行ってきました。さらに、インターネットを使ってど
んなことができるのかを調査実験する事業も同時に行
っています。
その下に新潟県ITS推進会議があります。この推進
体制は１昨年の12月に発足させています。上の推進協
議会は情報通信関係の企業さんが多いのですが、ITS
推進会議には車や道路関係の企業さんが多く参加し、
現在162団体に加盟していただいています。
ITSとは、高度道路交通システムのことで、元々交
通事故の防止や渋滞緩和をはかるためにはじまったも
のです。特に、新潟市の新潟バイパスの周辺は、全国
でも一番交通量が多いエリアですので、早急に道路交
通システムを普及させたいと考えたわけです。そこに
情報通信ネットワークを加え、もっと様々なことに使
えるように、高度道路交通システムという言い方をし
ています。
例えば、観光産業をどう発展させるかを考えた場合、
解決の道筋が見えてきます。カーナビゲーションが発
展してきましたので、それを使いながら、インターネ
ット、モバイルコンピュータ、携帯電話の通信システム
を利用して、観光スポットの案内や土産物、駐車場な
どの情報を提供するといった仕組みが理論的には可能
ですし、模索している状況です。また、物流の効率化
をはかることもできます。トラックが首都圏から荷物
を運び入れると、空の状態で戻るのが普通ですが、そ
こにニーズがあれば、再び荷物を載せて戻ることがで
きます。そのため、料金も半額になるかも知れません。
次に、冒頭に言いました過疎地、中山間地の冬場の
公共交通の確保が問題になります。地方の路線バスが
縮小されている状況の中で、行政の補助にも限界があ
りますので、このシステムで効率化がうまくはかれれ
ば解決の道筋もみえるはずです。例えば、小さな部落
では毎日運行されるバスの利用客が少ないわけです
が、そこで、ある程度の人数が集まったらバスが運行
される仕組みをつくる、いわゆるニーズに応じた公共
交通を確保していくことが考えられます。これはデマ
ンドバスという言い方をしています。
その他、来年に迫ったワールドカップへの対応もあ
ります。今申し上げた公共交通・物流、雪国における
道路交通システム、情報通信ネットワークでの情報提
供のあり方など、４つの部会を設置し検討を進めてい
るところです。
これと平行して、ETCという料金自動収受システム
が、今年秋から県内11箇所の高速道路料金所に設置さ
れる予定です。これは車に無線機を積み、ICカードを
セットすると、料金所で停止することなく、自動的に
決済されるシステムです。
先ほど言いましたカーナビゲーションに通信の機能
が付いたビックスは、今年春頃から全県的に導入が進
むと聞いております。これらの基盤設備の整備が進み、
さらに道路交通システムが確立されれば、最終的には
事故無く安全に目的地へ到達できる将来の交通の未来
像が見えてきます。それを目指しているわけです。
丁度、上にある高度情報化推進がパーシャルの情報
通信ネットワークの世界だとすると、人と物の動きで
ある物流ネットワークをITSの中で実現し、それらを
合体して、ITを我々の生活の中により身近に生かして
いこうという考えがあります。そこで両者を統合する
動きが出てきました。
県のIT推進本部は県庁内の体制ですが、下の欄にあ
る有識者会議として、新世代ネットワーク研究会とIT
産業戦略会議を設け、基盤整備のあり方、民間と県の
役割分担、コンテンツ、一番大きなところではIT産業
の振興といった内容で議論し、お知恵をかりていると
ころです。
実際に、推進本部では公的分野のIT推進、IT教育環
境整備といった役割があり、離島との遠隔医療のモデ
ル実験の計画や県域のハイウェイの基盤整備も考えて
います。それらと電子県庁の両輪で進めたいと思って
います。
右下に新潟県市町村情報ネットワークがあります。
運営主体は市町村振興協会で、全国的にもはしりのネ
ットワークであり、平成８年からインターネットの中
で、セキュリティを保ったネットワークとして、安い
経費で便利に利用されています。
以上、全体の概要が網羅してあります。その他、新
潟県の新規計画を今月中には公表したいと動いている
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ところです。その内容は、ただ今申し上げたことを進
めることですが、従来の行政の計画とは違って、具体
的にいつまでに何をするかという長期的な目標を掲げ
ています。例えば、５年後の2005年には、インターネ
ットの世帯普及率を65％にする、情報通信基盤として
の光ファイバーのカバー率を100％にする、ホームペ
ージを持っている学校を100％にするといった目標が
あります。医療関係では、41ある僻地の全診療所に情
報通信システムを導入する計画もあります。実際に、
粟島の診療所と都市部とを結んで、テレビ電話等で診
療所の保健婦さんの医療診察サポートができる仕組み
などはすでに始まっています。
新潟県の情報政策ビジョンは１昨年の３月に制定し
ています。基本理念を一言で言えば、情報力のある地
域づくり、人づくりで、その上に特徴として、魅力あ
る地域社会づくりをあげています。人と人のネットワ
ークをつくる上で、そのための道具としてインターネ
ット等を活用し、プロセスを大切にしながら進める内
容になっています。
実際に行う個別の施策は県のホームページにも情報
を公開していますが、１番目は、学校教育、生涯教育
の情報基盤、環境整備を進める内容で、２番目はふる
さとづくりとして、保健医療・福祉分野でのITの活用
を進める内容、３番目は価値産業づくりで、昨年の暮
れからはじまっているIT産業戦略会議と関係してきま
す。今、知事が万代島をIT拠点の核にしたいと話して
いますが、まだ我々の知恵が足りなくていろいろと悩
んでいるところです。
その他、地域文化として画像・映像のデータベース
システムがあります。３年間、県の生涯学習推進セン
ターが文部省の助成金をいただいて整備を進めて来ま
したが、現在は出来上がったものをCD－ROMで各学
校にお配りしている状況です。IT活用ではまだ具体化
していません。県庁のホームページでの情報提供は、
できるところから１歩１歩進めている状況です。
推進体制については、昨年春の段階ではITSがあり
ませんでしたので、新潟県高度情報化推進協議会と各
14地域でのミニイベントを行ってきました。今は21地
域に再編することを提案しているところです。
新潟県高度情報化推進協議会は、知事を会長、長谷
川新潟市長と羽生NTT東日本新潟支店長を副会長にし
て、市町村111地域から108団体、長岡短大を含めた大
学が23団体、企業、国、個人を合わせて266団体が加
盟しています。
事業内容としては、まず機器展示会を中心にしたイ
ベントとセミナー、研修事業があります。さらに調査
実験事業を平成10年から各市町村を中心に進めていま
す。「CATVインターネットの教育分野での活用」では、
新潟市でインターネットとテレビのシステムを利用し
て、交流授業をモデル的に行った事業を行なっていま
す。「インターネット画像による疑似島民体験Ⅰ、Ⅱ」
は、両津市の加茂湖の映像や佐渡の薪能を随時インタ
ーネットでリアル提供するものです。下田村では、
GISという地理情報システムの上に、観光情報を載せ
図２　地域カメラ画像情報システム
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たものを実験的に進めています。中郷村では、公共施
設の予約システム、十日町市は、文化財の電子化として
「雪国ものがたりディジタルアーカイブ」に取り組ん
でおられます。
受託事業として、雪の画像情報をインターネットで
提供する事業を平成10年から３年間行っています。図
２の地域カメラ画像情報システムをご覧ください。今
までは、各市町村や団体、企業さんのカメラ画像を集
約して、新潟雪情報として出していましたが、今年度
から道路のITV画像も一部含めて情報提供をはじめて
います。この図は下越ですが、一昨日から上越の国土
工事事務所のIT画像が入っています。長岡国道工事事
務所さんは少し遅れていますが、雪が融ける頃までに
は情報提供されると思います。特に、首都圏から上越
のスキー場へ来られる方々には好評ですので、冬場だ
けでも「新潟LIVEカメラ雪だより」として提供した
いと考えています。この事業は、ITS推進会議の全面
協力により、融合した形で地道に取り組んでいるとこ
ろです。
実験フィールド提供としてのインターネットマーク
は、ほくほく線のシンボルデザインを使って、観光情
報ガイドを連続して見れる仕掛をつくっています。ま
た、情報交流事業として、協議会ホームページ、メー
リングリストの運用などを行っています。
この協議会は、平成10年から３年の期限で発足しま
したので、今年度が最終年度となります。今後は、ITSと
の統合をはかっていくことを諮っているところです。
下にある新潟県地域情報カメラをご覧ください。こ
れは県内の各市町村から、タイムリーな話題提供をカ
メラ画像で行っていただいているものです。もくろみ
としては全市町村からと思っておりましたが、現在は
25市町村で取り組んでいます。
ただ今申し上げたように、今後は人と人とのネット
ワークがさらに重要になると思います。そこで正に、
インターネットを利用すれば世界中の誰とでも交流で
きますので、個人レベルの交流も育っていくことが考
えられます。これらを踏まえて、各市町村と協力しな
がら新潟の情報として集約し、情報交流を活発にした
いと思っています。
新潟県内にあるホームページの案内ガイドで、「に
いがたナビネット（http://navi.niina.or.jp/）」という
ものがあります。これを利用すれば、現在開設してい
る1,300団体のホームページの検索ができます。左側に
は、アクセス数が多かった順に人気サイトベスト10が
表示されます。まだ、インターネットの中のエレクト
リックコマースという電子商取引のビジネスモデルは
一部しか出来上がっていないと思いますが、こういっ
たところから新たなビジネス展開が考えられます。セ
キュリティなど、様々な課題がありますが、できると
ころからはじめようと進めている状況です。
次に新潟ITSについて紹介します。これも知事が会
長を務め、新潟県ITS推進会議を設立したわけです。
内容については先ほどお話した通りです。ITS実現の
１つは、13年度に国土交通省のモデル事業として、長
岡・新潟間の高速道にバスロケーションの仕掛をつく
る話が出ています。もう１つは、新潟市の一地区で、
そういった情報をインターネットや携帯電話に出せる
ような実験を進める話もあります。
ワールドカップサッカーについては、来新されるお
客様に対してCATV等の公共端末を新潟駅やNEXT21、
空港、佐渡汽船など、各スポットに設置して、新潟タ
ウンガイド、観光スポット、名所見所、ミニバスツア
ー、オプショナルツアー、会場の模様といった情報を
提供したいと考えています。
公共交通・物流情報化については、先ほど言いまし
たバスロケーションの他に、渋滞緩和のための時差出
勤などが進められています。すでに去年の秋頃には、
上越市や新潟市で実験的に行っており、その中で、特
にバスだけを優先的に素早く通せるシステム実験など
が今後考えられます。
雪国ITSについては、先ほどご覧いただいたITV画
像の県内各地の状況を情報提供しはじめたところで
す。地域交流では、インターネットで情報提供のプラッ
トホームをつくろうといったことを検討しています。
図３は概念が少し広いのですが、ITSによって実現
しうる街づくりのイメージ図です。これは通産省と郵
政省の研究会でつくった図です。左上は道路情報シス
テムで、渋滞、事故、チェーン規制、気象情報などの
情報提供の仕組みです。右上は、冒頭に申し上げたデ
マンドバスシステムで、過疎地、中山間地における足
の確保を考えた効率的な交通の仕組みをイメージした
ものです。その左側は渋滞緩和を考えたもので、車で
最寄りの駅まで行って駐車し、バスやJRに乗り換える
というP&BR（バス）やP&R（レール）といった仕組
みです。そうすれば、渋滞緩和はもちろんのこと、事
故が無く、スマートな街になると考えられます。
右下にあるバス優先制御システムは、バスだけを優
先的に通す信号システムです。その下の物流運行管理
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システムは、衛星通信を使って、その車がどこに、どの
くらいのスピードで走っているかが即座に分かるポジ
ショニング情報を入手できる仕組みがありますので、それ
を利用して物流運行にも応用しようと考えたものです。
下にある視覚障害者誘導システム、弱者感応信号機
の吹き出しの左に、先ほど申し上げたETCがあります。
この秋頃から、新潟の高速道に入ってくる料金所のノ
ンストップ料金収受システムです。これが実現します
と、ガソリンスタンドやドライブスルーなどで、料金
を自動的に清算できるようになると思いますし、将来
は財布のいらない車社会に発展することが予想できま
す。さらに、ICカードや無線システムを使って、歩行
者に音声で案内をしたり、発信機を持っている弱者の
方々には、自動的に信号が変わるといったサービスが
でき、弱者に優しい街づくりが考えられます。何年か
かるか予想できませんが、できるところから着実に１
歩ずつ進めていくことが重要だと思っています。
有識者による「新世代ネットワーク研究会」が中間
報告を平成12年12月に発表しました。この研究会へは、
県も本腰を入れて取り組むために、実務レベルの担当
者を参加させ、傍聴させています。昨年の12月の段階
では、幹線となる高速情報通信基盤をつくり、公的分
野の情報化推進を進めるべきだという結論に達してい
ます。先導的には、教育関係、医療、産業支援等のネ
ットワーク基盤の整備が当面の課題としてあがってい
ます。
この中間報告のポイントをお話します。まず、新潟
県の独自な情報政策とは何かについて議論していただ
きました。長期的な３つの視点として、「いきいき・
ひとづくり」という人材育成のキャッチフレーズ、
「ゆうゆう・くらしづくり」は冒頭に申し上げた過疎
地、中山間地の取り組み、「のびのび・活力づくり」
は産業の活性化を表したキャッチフレーズです。この
ポイントに沿った形で進めていこうと考えています。
２つ目のポイントは、新潟県は新幹線、高速道路、
空港、港があり、環日本海における拠点としての地理
的優位性があります。首都圏から一番近い日本海側の
都市をもっとアピールし、その環境を伸ばす方向で進
めるべきだと結論づけています。３つ目は雪国新潟の
独自性を伸ばすことをポイントとしています。ITSを
うまく使って、雪に対応した交通システムを考える必
要性を述べています。３つには、一言で「ネットワー
クに秀でた県」、ネットワーク先進県といった言い方
をしています。これが冒頭の枕詞になっています。
実際の取り組みについては、まず、情報通信基盤を
つくり、行政分野の情報化はもちろん、教育、医療、
図３　ＩＴＳスマートタウンイメージ図
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産業分野での取り組みを進めていくべきだとまとめら
れています。また、情報通信基盤の必要性についても
まとめています。１に道路のように必要不可欠なイン
フラとして必要である。２に地域格差が生じないよう
な情報環境の構築のための土台として必要である。３
に産業面で新たなビジネスチャンスを形成する社会資
本として必要である。４に安心して暮らせる生活に貢
献する上で必要である。５に先導的取り組みによって、
IT分野での需要が出てくるために、民間が進める基盤
整備の促進に役立つ意味で必要である。以上５つの必
要性を述べています。
情報通信基盤整備の主体については、民間主導では
あるが、行政が先導的に進めることで相互に良い影響
が出て促進されるだろうと言っています。その具体的
な手法についてもまとめられています。岡山県のよう
に自前で光ファイバーを引っ張るやり方もあります
が、新潟県では１歩１歩という県民性がありますので、
あまりコストをかけずに需要に見合った形で、回線の
借上げを基本として進める考えです。後に、活用分野
が増えた段階で自設も検討するといった方向です。最
近はIT革命が騒がれすぎて、ムードが先行し、実際に何
をどうするのか見えていない感じがします。そこで、
着実に進めていくのがベターだとまとめています。最
後に結論として、ネットワーク先進県を目指し、教育、
医療、産業、NPOさんなど、各公的分野のネットワーク
づくりのための情報通信基盤の整備を積極的に進める
としています。
現在、県域の基幹ネットワークを１年間かけて整備
しようとしています。その中身が図４に整理してあり
ます。後半部分の図はネットワークのイメージを現し
たもので、県庁と17の合同庁舎を高速ハイウェイで結
んだものです。左は教育センター、学校で、長岡市で
は、CATVを利用しようという話が出ているようです。
また、県庁と市町村を接続したり、右上にある過疎地
図４　具体的なネットワーク（コンテンツ）について
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と都市部の病院を接続したり、大学、企業さんと接続
して、共同研究や産業支援情報の提供をしたいと考え
ています。ハイウェイの中は、教育、医療、産業、行
政情報が入り、セキュリティを確保した形で計画して
行きたいと考えています。
教育情報ネットワークでは、県立高校が主体になり
ますが、各学校を最寄りの合同庁舎に接続し、教育情
報センター経由でインターネットを利用したり、電子
教材を使って授業に活用するものです。これは学校の
負担を無くすことが１つの理由で、先生にはカリキュ
ラムの中身に専念できるように考えられた教育情報ネ
ットワークです。
医療情報ネットワークは、テレビ会議システムを利
用した離島テレビ診療のシステムづくりです。特に救
急患者の場合、30分以内で医療機関に運ぶことは離島
では難しいわけです。そこで、実際に離島を結んでモ
デル実験を行う予定です。
行政情報ネットワークでは、ワンストップサービス
を中核とした「電子県庁」の実現を目指しています。
自動車の新規購入時の登録は、通常ディラーさんが行
いますが、現行では非常に手間のかかる手続きが必要
です。ところが、ワンストップサービスが実現すると、
自宅や企業でインターネット経由での１回の入力で自
動的に登録処理されます。これをワンストップサービ
スと言って、ネットワークを通じて実現しようという
のが主要な目標になっています。
図５は電子県庁についてです。左上の行政サービス
を受けるための利便性の向上は、県だけでなく、国や
市町村も足並みを揃えてやろうとしています。次は県
行政へもインターネットを使って、県民参加型の仕組
みを進めたいという考えです。県の中の無駄を減らす
ことを示したのが真ん中にあります。こういったサー
ビスを実現するための仕組みづくりを行政内部の効率
化と併せて進めたいと考えています。右側は国や市町
村との連携を示しています。
特に、今悩ましいと思われるのは、実際に世の中に
図５　「電子県庁」とは
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起こっていることをバーチャルの世界であるインター
ネットに載せるわけですが、届出をされる場合に、本
人の確認行為がなかなか難しいのです。印鑑証明、企
業の登記簿の確認を電子の世界に載せることは、１つ
の新たなバーチャルな世界をつくり、全てが処理でき
るための基盤技術である認証基盤といった整備が必要
となります。電子印鑑証明、電子企業確認等が無いと
契約書や株主総会の本人確認などができません。それ
がクリアできれば、セキュリティも自ずと解決される
と思います。
商工企画課さんのIT産業戦略会議では、２回の会議
が開催されましたが、まだこれからというところです。
傍聴させていただいた中で印象に残った話は、1エ
ヌ・ティ・ティ　エムイーの池田さんのご発言で、ネ
ットワークのビジネス、いわゆるエレクトリックコマ
ースがうまくいっているところといかないところがあ
り、例えば、新潟県ではコシヒカリのようなブランド
で、信用とセットで進めないとうまくいかないという
話がありました。先ほど申し上げた電子印鑑証明や電
子企業確認と絡んできますが、インターネットは相手
の顔が見えませんから、信頼、信用が無いと普及しな
いし、特に、環境ビジネス、健康ビジネスなどニーズ
図６　新潟県市町村情報ネットワーク
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の高いものとセットにすべきだと話されました。
また、IIJの鈴木社長さんは、IT産業の育成は難し
く、札幌市や岐阜県では、賃貸料を限りなくゼロに近
くしたり、インターネットを無料で使わせる、補助金
を１億円出す、税金を５年間無料にするといった取り
組みをしてようやく、各研究機関や企業さんが集まり
はじめたという話です。どこかに無理があるという印
象を受けましたが、ポイントは人材だと鈴木社長さん
は言っていました。新潟県民は約250万人で、県外に
県出身者が同じく250万人と言われている中で、首都
圏に行って力を貯めて、Ｕターンで新潟に戻り、地元
で仕事を起こす仕組みが考えられるかも知れませんと
話されていました。
商工労働部としては、新潟県全体のIT産業の生産や
交流の拠点になるような施策を考えていきたい、また
万代島を新潟県全体のIT産業の中核にしていきたいと
いう構想があります。この戦略会議の結果を受けて、
IT産業についての戦略方針をつくりたいと商工労働部
では考えられているようです。
最後に図６の新潟県市町村情報ネットワークのPR
をしたいと思います。これは全国に先がけて、インタ
ーネットの中でセキュリティを確保したネットワーク
を構築しています。
今後の商取引のキーとなる技術ですので少しご紹介
しますと、後半部分の図にありますように、電子認証
局という言い方をしています。例えば、クライアント
Ａさんが自分をオープンにする鍵を黒とし、赤を秘密
鍵とします。そこで、クライアントＢさんがＡさんの
黒の鍵を使って、あるメッセージを変換して送ります。
Ａさんは赤の秘密の鍵でそれを解読して見る仕組みで
す。それによって、自分宛に来たメッセージで間違い
ないことが分かります。ただ、黒の鍵はみんなにオー
プンしていますので、Ｂさん以外の誰でも送ることが
できます。そのため、自分の署名を暗号化して送ると、
なりすましや盗み見、かいざんができない仕掛ができ
ます。この電子認証局は、印鑑証明をする市役所のよ
うな雰囲気で、ＡやＢの個人証明書を発行する仕掛で
す。理屈は難しいのですが、利用は簡単になっていま
す。
その他、昨年の６月から７月にかけて調査を行いま
したところ、県内のインターネット普及率は25.5％で
した。都市部は31％、郡部は14.4％という結果です。
現在は30％を越えると思われますので、おそらく数年
で50％に達すると予想されます。なおかつ、高速のア
クセス回線が安くなって、使いやすくなりましたので、
さらに加速すると思います。そこで、うまい活用方法
を考えながら、冒頭に申し上げた産業活性対策や過疎
地、中山間部への対応、人材教育などの課題を解決し
うる道具として、ITを生かしていく道を模索している
状況です。
雑駁な話で恐縮ですが、ただ今お話したような状況
で取り組んでいるところです。以上です。
（文責：高橋）
